
 

令和元年12月環境経済観測調査（近畿版） 
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１ 調査の概要  

２ 調査結果の概要  

参考 調査票 

 

令和２年３月６日 

環境省 近畿地方環境事務所 

 

環境省近畿地方環境事務所では、環境ビジネスに焦点を当てた経済動向調査として平成22年12月か

ら全国的に実施されている「環境経済観測調査」の調査結果を活用し、今般、令和元年12月の近畿地

域の企業の環境ビジネス動向に特化した調査結果を取りまとめました。主な結果は以下のとおりです。 

 

(１)有望と考える環境ビジネス 

 近畿地域の企業が有望と考える環境ビジネスは、現状、先行きともに、「省エネルギー自動車」

と回答する割合が最も高かった。 

 

(２)今後実施したいと考える環境ビジネス 

近畿地域の回答企業のうち、今後新たに環境ビジネスを実施したいと回答した企業の割合は

14.6％となり、回答のあった企業520社のうち76社が新規環境ビジネスについて実施の意向を示し

た。具体的には、１位は「その他の地球温暖化対策ビジネス」、２位以下は「再生可能エネルギー」、

「スマートグリッド」、「リサイクル素材」、「リース・レンタル」「持続可能な農林漁業、緑化」と続

いた。一方、全国調査の結果では、１位「再生可能エネルギー」、２位「その他の地球温暖化対策ビ

ジネス」であり、上位にあげられる環境ビジネスは近畿地域と一致した。 

 

(３)環境ビジネスの業況DI 

近畿地域で環境ビジネスを実施中の企業における、現在の業況DIは前回調査から減少する結果と

なった（前回「17」、今回「14」）が、好調さを維持している。先行きについても、10年先まで変わらず好調を

維持する見通しである（半年先の業況DI「17」、10年先の業況DI「18」）。全国調査の結果でも、同様の結果

が見られた（今回の業況DI「19」、半年先の業況DI「21」、10年先の業況DI「20」）。 

【問い合わせ】環境省 近畿地方環境事務所 環境対策課 

TEL：06-4792-0703 
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１．調査の概要 
（１）調査の目的 

本調査は、産業全体における環境ビジネスに対する認識や取組状況について構造的な調査を継続的に

実施し、調査結果を環境ビジネス振興策の企画・立案等の基礎資料として活用するとともに、調査結果を公

表して環境ビジネスの市場の認知度向上を図ることにより、環境ビジネスの発展に資することを目的としてい

る。なお、本調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査である。 

（２）調査期間 

令和元年 11 月 11 日（月）～令和元年 12 月 20 日(金)  （基準時点は回答時点とする。） 

（３）調査対象 

全国の資本金 2,000 万円以上の民間企業のうち、資本金、業種別の層化無作為抽出法により選定された

11,397 社。有効回答数 4,800 社、有効回答率 42.1％。（近畿地域では 1,816 社、有効回答数 717 社、有効

回答率は 39.5％）。 

（４）抽出方法 

業種（22区分）と企業規模（資本金３区分；中小企業（2,000万円以上１億円未満）、中堅企業（１億円以上

10億円未満）、大企業（10億円以上））により層化し、各層について必要な標本サイズを定める。大企業を中

心に一部層につき全数調査となり、標本層については、等確率系統抽出により抽出を行った。 

（５）調査項目（調査票は別掲） 

問１    (1)我が国の環境ビジネス全体の業況（現在、半年先、10年先）、(2)我が国で発展していると考え

る環境ビジネス分野（現在、半年先、10年先） 

問2 貴社のビジネス全体の業況等（現在、半年先、10年先） 

(1)業況、(1)-2業況判断の要因、(2)業界の国内需給、(3)提供価格、(4)研究開発費、(5)設備規

模、(6)人員体制、(7)資金繰り（現在のみ回答）、(8)業界の海外需給（海外向け事業を実施して

いる場合）、(9)海外販路拡大の意向（海外向け事業を実施していない場合） 

問3 環境ビジネスの実施の有無 

問3-1 実施している環境ビジネス（最大３つ）とその業況等（現在、半年先、10年先） 

質問事項は問2の（1）～(9)と同様 

問4    (1)実施したい環境ビジネスの有無、(2)～(4)実施したい環境ビジネスの時期と(最大３つ、実施し

たい理由、実施したい時期と場所)、(5)実施したい環境ビジネスが「ない」、「分からない」理由 

（６）環境ビジネスの考え方 

環境ビジネスとは、「環境負荷を低減させ、資源循環による持続可能な社会を実現させる製品・サービスを

提供するビジネス」をいう。具体的には、「環境汚染防止」、「地球温暖化対策」、「廃棄物処理・資源有効利

用」、「自然環境保全」の４つの分野に分けられる。 

（７）環境ビジネス分類 

環境ビジネス分類については、以下の４大分野、34 小項目からなる分類を用いた。 

Ａ 環境汚染防止分野（12小分類）、Ｂ 地球温暖化対策分野（11小分類）、Ｃ 廃棄物処理・資源有効利用

分野（８小分類）、Ｄ 自然環境保全分野（３小分類）。 

（８）調査の方法 
郵送・ファクシミリによる回答方式、オンラインによる回答方式、電子メールによる回答方式を併用した。 

（９）集計方法等 
主業、企業規模、環境ビジネス等の別に単純集計を行った（母集団推計は行っていない）。 

業況等の判断項目においては、以下により DI（ディフュージョン・インデックス）を算出した。 

DI（％ポイント） ＝ 第1選択肢の回答社数構成比（％） － 第3選択肢の回答社数構成比（％） 
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２ 調査結果の概要 

 (1) 我が国の環境ビジネス（近畿） 

  ① 我が国の環境ビジネス全体の業況 

全企業（環境ビジネスを実施していない企業も含む）から見た我が国の環境ビジネス全体の業

況について、現在、半年先、10年先の各時点における環境ビジネスの業況について、「良い」、「さ

ほど良くない」、「悪い」の選択肢から回答を求め、近畿地域と全国の集計結果とを比較整理した。 

なお、「現在」は半年前との、「半年先」及び「10年先」は現在との比較で質問した。 

 

表１ 我が国の環境ビジネス全体の業況 

(DI：「良い」－「悪い」、％ポイント)

現在 半年後 10年先

近畿全体 17 17 35

（前回調査）(近畿) (21) (19) (38)

（前回調査）(全国値) 19 19 36

大企業(近畿) 22 23 49

大企業(全国値) 26 27 48

中堅企業(近畿) 20 18 36

中堅企業(全国値） 20 20 37

中小企業(近畿) 9 11 21

中小企業(全国値) 10 10 22

製造業(近畿) 16 19 39

製造業(全国値) 19 19 38

非製造業(近畿) 17 16 32

非製造業(全国値) 19 19 34
 

（注１）〈前回調査〉には令和元年６月調査の公表値を記載。以下同じ。 

 

 

 表１において、我が国の環境ビジネスの業況は、「良い」と回答した企業の割合が「悪い」と回答し

た企業の割合を上回った。「良い」と答えた企業の割合は、中堅企業では全国値と同じであったが、

大企業及び中小企業では全国値を下回る結果となった。業種別では、製造業、非製造業ともに全国値

を下回る結果となった。 

 半年後の環境ビジネス業況は、近畿全体では「良い」と考える企業の割合は現在と同様であった。 

 10 年先の環境ビジネスの業況は、全ての分類で「良い」と考える企業の割合が現在より高まる傾向

となった。 
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  ② 我が国で発展していると考える環境ビジネス 

我が国の環境ビジネスにおいて、現在発展していると考える環境ビジネス及び今後（半年先、

10年先）発展が期待できると考える環境ビジネスについて、環境ビジネス分類から回答を求めた。 

 

表２－１ 近畿地域の民間企業が現在我が国で発展していると考える環境ビジネス上位５ビジネス 

   

％ ％

23.0

(24.8)

12.2

(14.5)

10.8

(9.5)

9.5

(10.8)

7.7

(4.6)

2 大気汚染防止用装置・施設 2 大気汚染防止用装置・施設 14.5

3 下水、排水処理用装置・施設 3 再生可能エネルギー 10.8

4 再生可能エネルギー 4 下水、排水処理用装置・施設

近畿版 全国版

1 省エネルギー自動車 1 省エネルギー自動車 24.8

9.5

5 下水、排水処理サービス 5 太陽光発電システム（関連機
器製造）

6.3

 

（注１）（）内は全国値。 

（注２）再生可能エネルギー ＝ 風力発電／水力発電／地熱発電／太陽熱利用／バイオガス発電 

／中小水力発電等の装置製造及び新エネ売電ビジネス等。以下同じ。 

 

 

表２－２ 近畿地域の民間企業が今後我が国で発展すると考える環境ビジネス 上位５ビジネス

％ ％ ％

23.0 27.6 20.5
(24.8 ) (27.2 ) (21.6 )

12.2 10.5 20.2
(14.5 ) (12.8 ) (17.7 )

10.8 10.5 9.0
(9.5 ) (7.8 ) (10.3 )

9.5 6.3 7.4
(10.8 ) (8.0 ) (6.4 )

7.7 5.4 6.0
(4.6 ) (4.7 ) (5.1 )

大気汚染防止用装置・施設 再生可能エネルギー 省エネルギー自動車

下水、排水処理用装置・施設

2

再生可能エネルギー

下水、排水処理サービス

蓄電池 蓄電池

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス
リサイクル素材

大気汚染防止用装置・施設

3

4

5省エネルギー電化製品

省エネルギー自動車 省エネルギー自動車 再生可能エネルギー1

現在 半年先 10年先

1

2

3

4

5

1

2

2

4

5

 

（注１）（）内は全国値。 

（注２）その他の地球温暖化対策ビジネス ＝燃料電池／高性能ボイラー／ガスコージェネ／エコドライブ関連機器／モーダルシフト 

等。以下同じ。 

 

 近畿地域の民間企業が現在我が国で発展していると考える環境ビジネスは、全国値と同様「省エネル

ギー自動車」と回答する割合が最も高かった。 

 「再生可能エネルギー」（注：太陽光発電を除く。以下同じ。）は、現時点で第４位（9.5％）である

が、将来にかけて順位が上昇し、10年先では第１位（20.5％）となった。 

 同様に、「蓄電池」も、現時点では上位５ビジネスに入っていないが、将来にかけて順位が上昇し、

10年先は第３位(9.0％)となった。 



 

- 4 - 

 

(2) 近畿地域の回答企業が実施している環境ビジネス 

   ① 現在実施している環境ビジネス 

現在実施している環境ビジネスについて環境ビジネス分類から回答を求めた。複数実施して

いる場合には、売上高に占める割合の順等、重視する順に上位３つまでの複数回答を得た。 

 

   (a) 環境ビジネスの実施状況 

 

表３ 近畿地域における環境ビジネスの実施の有無 

（％）

3つ（以上） 2つ 1つ

近畿全体 717 22.6 4.7 5.0 12.8 77.4

（前回調査）(近畿) <751 > <19.7 > <3.6 > <4.5 > <11.6 > <80.3 >

（前回調査）(全国値) (4,797) (21.9) (3.9) (4.5) (13.6) (78.1)

大企業(近畿) 251 31.9 7.6 8.0 16.3 68.1

大企業(全国値) (1,707) (29.6) (6.4) (6.7) (16.5) (70.4)

中堅企業(近畿) 198 20.2 3.5 3.5 13.1 79.8

中堅企業(全国値） (1,426) (18.9) (2.9) (3.9) (12.2) (81.1)

中小企業(近畿) 268 15.7 3.0 3.4 9.3 84.3

中小企業(全国値) (1,664) (16.6) (2.2) (2.7) (11.7) (83.4)

製造業(近畿) 325 26.5 4.6 6.8 15.1 73.5

製造業(全国値) (1,956) (22.0) (3.2) (5.0) (13.9) (78.0)

非製造業(近畿) 392 19.4 4.8 3.6 11.0 80.6

非製造業(全国値) (2,841) (21.9) (4.4) (4.2) (13.3) (78.1)

実施
していない

回答企業数
（社）

実施
している

              

（注）（）内は全国値。 

   

図１ 近畿地域における環境ビジネスの実施の有無 
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 近畿地域の回答企業のうち、環境ビジネスを実施している企業の割合は22.6％と、前回調査（19.7％)

より上昇した。 

 企業規模で比較すると、企業規模が大きいほど環境ビジネスを実施している割合が高い。 

 業種別で比較すると、環境ビジネスを実施している割合は製造業の方が高い。 

 

  (b) 現在実施している環境ビジネス 

 

表４－１ 近畿地域の民間企業が実施している環境ビジネス 上位５ビジネス 

％ ％

24.7

(26.7)

9.3

(5.9)

9.3

(9.3)

8.6

(10.4)

8.0 7.7

(7.7)

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

8.3

再生可能エネルギー

近畿版 全国版

1

4 産業廃棄物処理

5 その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

産業廃棄物処理

リサイクル素材

再生可能エネルギー

2 太陽光発電システム（関連機
器製造）

2 リサイクル素材

1

2

3

4

5

26.7

10.4

9.3

高効率給湯器

 

（注１） （）内は全国値。 

（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると100％を超過する。 

 

表４－２ 企業規模別に見た、近畿地域の民間企業が実施している環境ビジネス 上位５ビジネス 

％ ％ ％

26.3 25.0 21.4

(26.7) (29.6) (23.8)
13.8 10.0 16.7
(8.3) (6.7) (15.2)
12.5 10.0 11.9
(9.9) (4.4) (6.9)

11.3 10.0 11.9
(7.9) (6.3) (8.7)
11.3 10.0 9.5

(10.9) (11.5) (13.7)
10.0 9.5

(10.4) (3.2)

環境分析、測定、監視、アセ
スメント

1

2

再生可能エネルギー

大気汚染防止用装置・施設

2 その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

5 持続可能な農林漁業、緑化

3 リサイクル素材

5 高効率給湯器

再生可能エネルギー

産業廃棄物処理

太陽光発電システム（据付・
メンテナンス等）

再生可能エネルギー

3

1

2

2

太陽光発電システム（関連機
器製造）

2 省エネルギー自動車

4 リサイクル素材

4 下水、排水処理用装置・施設

2

2

3

大企業 中堅企業 中小企業

高効率給湯器

省エネルギー建築

1

 
（注１）（）内は全国値。 
（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると 100％を超過する。 
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表４－３ 製造業/非製造業別にみた、近畿地域の民間企業が実施している環境ビジネス       

上位５ビジネス 

％ ％

20.9 28.9

(18.3) (32.5)
16.3 17.1

(17.2) (11.6)

12.8 11.8

(7.4) (12.9)

10.5 10.5

(7.7) (7.4)

10.5 9.2

(10.9) (4.8)

9.2

(8.7)

9.2

(4.8)

5 リフォーム、リペア

省エネルギー建築

環境分析、測定、監視、アセ
スメント

太陽光発電システム（関連機
器製造）

5 太陽光発電システム（据付・
メンテナンス等）

高効率給湯器

産業廃棄物処理

再生可能エネルギー1

2

3

4

4

3

4

5省エネルギー自動車

2

1

製造業 非製造業

再生可能エネルギー

リサイクル素材

下水、排水処理用装置・施設

 
 （注１） （）内は全国値。 

（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると100％を超過する。 

 

 近畿地域の民間企業が現在実施している環境ビジネスは、「再生可能エネルギー」と回答する割合が

最も高く、全国値と同様となった。 

 企業規模別では、規模に関わらず「再生可能エネルギー」と回答する割合が最も高くなった。 

 業種別でも、製造業、非製造業ともに「再生可能エネルギー」と回答する割合が最も高くなった。 

 なお、本調査は回答を単純集計しており、回答した企業数に占める割合となるので、必ずしも調査票

を発送した母集団に占める企業の割合とはならず、誤差が生じる。本項目のように、構成比ではなく

回答数を比較する場合、この影響が顕著になる可能性があることには留意が必要である。 
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 ②  今後実施したいと考えている環境ビジネス 

 現在実施していないが、今後行いたいと考えている環境ビジネスについて、環境ビジネス分類

から最大３つまでの回答を求めた。 

 

(a) 環境ビジネスの実施意向 

 

表５ 近畿地域における民間企業の環境ビジネスの実施意向 

（％）

3つ（以上） 2つ 1つ

全体 520 14.6 4.0 3.1 7.5 46.3 39.0

（前回調査） <565 > <10.8 > <1.9 > <2.1 > <6.7 > <49.9 > <39.3 >

全国版 (3,398) (11.6) (2.4) (2.5) (6.7) (48.8) (39.6)

うち 環境ビジネス実施企業 113 37.2 10.6 7.1 19.5 23.0 39.8

うち 環境ビジネス未実施企業 407 8.4 2.2 2.0 4.2 52.8 38.8

回答企業数
（社）

実施したい
環境ビジネス

がない
わからない実施したい

 

（注）（）内は全国値。 

 

図２ 環境ビジネスの実施の有無別の今後の実施意向 

   

 

 

 近畿地域の回答企業 520 社のうち、「今後新たな環境ビジネスを実施したい」と回答した企業の割合

は 14.6％と、前回調査（10.8％）と比較すると増加した。 

 環境ビジネス未実施の企業のうち、今後実施したいとする企業の割合は前回と比較すると増加した

（前回4.6％、今回8.4％）。既に実施している企業では、37.2％の企業が新たな環境ビジネス分野へ

の参入を希望していると回答した。 
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  (b) 今後実施したいと考えている環境ビジネス 

 

表６－１ 近畿地域における民間企業が今後実施したいと考えている環境ビジネス 上位５ビジネス 

 

％ ％

19.7
(13.2)

18.4
(20.8)

13.2
(5.8)
10.5

(13.2)
9.2 その他の環境汚染防止製 9.1

(3.3)
9.2

(7.9)

近畿版

省エネルギー自動車 10.2

5 リース、レンタル 5

全国版

1 その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

1 再生可能エネルギー 20.8

2 再生可能エネルギー 2 その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

13.2

3 スマートグリッド 2 リサイクル素材 13.2

4 リサイクル素材 4

5 持続可能な農林漁業、緑化

 

 （注１） （）内は全国値。 

（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると100％を超過する。 

 

 

表６－２ 企業規模別にみた、近畿地域の民間企業が今後実施したい環境ビジネス 上位５ビジネ

ス 

％ ％ ％

25.0 33.3 16.1
(14.0 ) (17.1 ) (5.9 )

22.2 22.2 16.1
(8.3 ) (4.9 ) (10.9 )

19.4 22.2 12.9

(24.9 ) (17.1 ) (16.8 )

16.7 11.1 12.9

(9.3 ) (3.7 ) (4.2 )

11.1 11.1 12.9

(8.8 ) (3.7 ) (9.2 )

11.1 12.9

(13.4 ) (10.9 )

11.1

(6.1 )

11.1

(3.7 )

11.1

(2.4 )

11.1

(3.7 )

廃棄物処理用装置・施設

4

省エネルギーコンサルティン
グ等

スマートグリッド

再生可能エネルギー

その他の環境汚染防止製
品・装置・施設

蓄電池 4

再生可能エネルギー

大気汚染防止用装置・施設

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

4

2

4

4

省エネルギー建築

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

持続可能な農林漁業、緑化

中堅企業 中小企業

スマートグリッド

産業廃棄物処理

一般廃棄物処理

4 省エネルギー自動車 3

環境金融・コンサルティング
等

リース、レンタル

リサイクル素材

再生可能エネルギー

5 3

1

2

2

4

1

1

3

3

大企業

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス

1

3

4

                                         
（注１） （）内は全国値。 

（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると100％を超過する。 

（注３）その他の環境汚染防止製品・装置・施設 

＝ 大気汚染防止用装置・施設、下水、排水処理用装置・施設、土壌、水質浄化用装置・施設（地下水浄化を含む）、騒音、振動

防止用装置・施設、環境分析、測定及び監視用装置に含まれない環境汚染防止用装置・資材の製造、施設の建設／環境負荷低減

及び省資源型製品の製造（環境対応型塗料・接着剤／エコマーク製品／バイオマスプラスチック／サルファーフリーガソリン・

軽油／環境対応型建材 等）。以下同じ 
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表６－３ 製造業／非製造業別にみた、近畿地域の民間企業が今後実施したい環境ビジネス    

上位５ビジネス 

                                     

％ ％

22.9 19.5
(11.8 ) (24.9 )

17.1 17.1
(14.2 ) (14.2 )

17.1 12.2
(15.4 ) (7.1 )

14.3 12.2
(4.1 ) (10.7 )

8.6 12.2

(4.7 ) (8.0 )

8.6

(16.0 )

8.6

(3.0 )

8.6

(20.1 )

8.6

(8.3 )

8.6

(2.4 )

5

省エネルギー自動車

スマートグリッド

大気汚染防止用装置・施設

省エネルギーコンサルティン
グ等

リサイクル素材3

リサイクル素材

その他の自然環境保全

5 リース、レンタル

5 持続可能な農林漁業、緑化

5

3

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス
スマートグリッド

再生可能エネルギー1

2

3

その他の地球温暖化対策ビ
ジネス
その他の環境汚染防止製
品・装置・施設

1

製造業 非製造業

2

2

再生可能エネルギー

5

4

5

     
（注１） （）内は全国値。 

（注２） 本表の「％」（回答数／回答企業数×100）は、複数回答のため合計すると100％を超過する。 

 

 近畿地域の回答企業が今後実施したいと考える環境ビジネスは、「その他の地球温暖化対策ビジネス」

回答した割合が最も高かった。 

 企業規模別でみると、大企業においては「その他の地球温暖化対策ビジネス」、中堅企業では「再生

可能エネルギー」、中小企業は「リース・レンタル」及び「リサイクル素材」と回答した割合が最も

高く、規模により実施したいと考える環境ビジネスが異なる傾向にある。 

 業種別でみると、製造業においては「その他の地球温暖化対策ビジネス」と回答した割合が最も高く、

非製造業では「再生可能エネルギー」と回答した割合が最も高かった。 
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  (c) 今後環境ビジネスを実施したいと考えている場所 

今後実施したいと考えている環境ビジネスについて、実施を予定している場所について回答

を求めた。 

 

表７ 近畿地域の民間企業が今後環境ビジネスを実施したいと考えている場所 

(回答数、カッコ内は全環境ビジネスにしめる割合)

北海道 東北 関東 中部 近畿 中四国 九州 海外 その他・不明

回答企業合計（複数回答有） 76 － 0 1 3 3 44 1 0 2 10

全環境ビジネス 97 (100%) *** *** *** *** 69 *** *** *** 17

　その他の地球温暖化対策ビジネス 11 (11%) *** *** *** *** 6 *** *** *** 4
　再生可能エネルギー 9 (9%) *** *** *** *** 6 *** *** *** 3
　スマートグリッド 7 (7%) *** *** *** *** 2 *** *** *** 4
　リサイクル素材 7 (7%) *** *** *** *** 6 *** *** *** -
　省エネルギー自動車 5 (5%) *** *** *** *** 4 *** *** *** 1
　リース、レンタル 5 (5%) *** *** *** *** 4 *** *** *** -
　持続可能な農林漁業、緑化 5 (5%) *** *** *** *** 5 *** *** *** -
　その他の環境汚染防止製品・装置・施設 4 (4%) *** *** *** *** 1 *** *** *** 2
　中古品 4 (4%) *** *** *** *** 4 *** *** *** -
　大気汚染防止用装置・施設 3 (3%) *** *** *** *** 2 *** *** *** -
　環境金融・コンサルティング等 3 (3%) *** *** *** *** 3 *** *** *** -
　省エネルギーコンサルティング等 3 (3%) *** *** *** *** 3 *** *** *** -
　蓄電池 3 (3%) *** *** *** *** 1 *** *** *** 1
　省エネルギー建築 3 (3%) *** *** *** *** 3 *** *** *** -
　廃棄物処理用装置・施設 3 (3%) *** *** *** *** 2 *** *** *** 1
　一般廃棄物処理 3 (3%) *** *** *** *** 3 *** *** *** -
　リフォーム、リペア 3 (3%) *** *** *** *** 1 *** *** *** 1
　下水、排水処理用装置・施設 2 (2%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　土壌、水質浄化サービス(地下水浄化を含む) 2 (2%) *** *** *** *** 2 *** *** *** -
　環境分析、測定、監視、アセスメント 2 (2%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　その他の自然環境保全 2 (2%) *** *** *** *** 2 *** *** *** -
　土壌、水質浄化用装置・施設（地下水浄化を含む） 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　騒音、振動防止用装置・施設 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　環境に関する研究開発・エンジニアリング 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　太陽光発電システム（関連機器製造） 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　太陽光発電システム（据付・メンテナンス等） 1 (1%) *** *** *** *** - *** *** *** -
　産業廃棄物処理 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　その他の資源有効利用 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -
　水資源利用 1 (1%) *** *** *** *** 1 *** *** *** -

近畿
実施予定地域

 

（注１） 分野別の実施予定地域のうち、近畿地域以外の実施予定地域は回答数が僅少であったため結果を非表示としている。 

（注２） 今後実施したい環境ビジネスがあると回答した企業数の中には実施予定地域を回答しなかった企業もあるため、回答企業合計

欄に記載された数字と、実施予定地域欄に記載された数値の合計値は一致しない。 

 

 今後、近畿地域の民間企業で環境ビジネスの実施を希望している企業は76社で、実施を希望する環境

ビジネスは全体で97件となった。実施予定地としては、97件の半数以上が近畿地域と回答した。 
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③ 環境ビジネスの業況等 

以下「（ａ）業況」から「（ｉ）海外販路拡大の意向」までの項目は、環境ビジネスを実施中の

企業に対して、環境ビジネスの各項目の状況について回答を求め、環境ビジネスを実施していな

い企業を含む企業全体のビジネスの状況と比較をした。なお、「現在」は半年前との、「半年先」

及び「10年先」は現在との比較で回答を求めた。 

また、業況等、日本銀行の「全国企業短期経済観測調査（日銀短観）にて同種の調査項目があ

る場合には、日銀短観全規模・全産業（金融機関を除く）の該当DIを参考値として併記した。 

なお、表中の「環境ビジネス」は環境ビジネスを実施中の企業の環境ビジネスの状況とし、「全

ビジネス」は環境ビジネスを実施していない企業を含む企業全体のビジネスの状況とする。  

   

(a) 業況 

表８ 近畿地域における環境ビジネスの業況 DI 

                                
(DI、「良い」－「悪い」、％ポイント)

→　予　測
H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス 20 (24) 17 (21) 14 (19) 17 (21) 18 (20)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 16 (24) 14 (15) 3 (15) 9 (18) 17 (20)

Ｂ地球温暖化対策 27 (27) 19 (27) 20 (24) 24 (25) 18 (21)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 9 (17) 17 (16) 12 (13) 11 (13) 17 (13)

Ｄ自然環境保全 *** (11) *** (17) *** (16) *** (16) *** (36)

全ビジネス 21 (22) 15 (17) 9 (13) 9 (12) 10 (8)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 33 (29) 27 (24) 15 (24) 21 (22) 16 (15)

うち 環境ビジネス未実施企業 18 (20) 12 (15) 7 (11) 6 (9) 8 (6)

日銀短観　全規模合計・全産業 16 12 8 0

10年先6月
(今回)
12月

10 4

R01
6月

<22>

H30
12月

<17><23><17>

<23> <5>

<16>

<10>

 
   （注1) 日銀短観のR元年９月は先行きの数値。以下(h)まで同様。 

   (注2)（）内は全国値。 

   （注3）有効回答数が５未満の場合、DIを「***」と標記した。以下同様。    
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図３－１ 近畿地域における環境ビジネスDI 

 

 

図３－２ 近畿地域における全ビジネスの業況DI  

 

 近畿地域の環境ビジネスの業況DIは「14」となり、「良い」と回答した企業の割合が「悪い」と回答

した企業の割合を上回った。しかし、全国値よりも５ポイント下回っている。 

 今後の環境ビジネスの業況について、半年先の業況 DI は「17」、10 年先の業況 DI は「18」であり、

今後の業況が「良い」と予測する企業は、「悪い」と予測する企業の割合を上回っている。 

 全ビジネスの業況 DI 値は、環境ビジネス実施企業の方が、環境ビジネス未実施企業に比較して高い

傾向にあった。 
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(b) 国内需給 

表９ 近畿地域における国内需給 DI 

(DI：「需要超過」－「供給超過」、％ポイント)

→　予　測
H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス -5 (1) -4 (1) -3 (-1) -3 (-2) -5 (-5)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 -3 (-2) -12 (-1) -14 (-4) -15 (-4) -3 (-5)

Ｂ地球温暖化対策 -7 (-1) -4 (-1) -4 (-4) -3 (-4) -9 (-7)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 2 (5) 9 (3) 13 (5) 14 (5) 2 (1)

Ｄ自然環境保全 *** (8) *** (7) *** (6) *** (5) *** (4)

全ビジネス -4 (-3) -6 (-6) -12 (-9) -15 (-11) -19 (-20)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 4 (4) 2 (0) -8 (-4) -11 (-6) -19 (-20)

うち 環境ビジネス未実施企業 -7 (-5) -8 (-8) -14 (-11) -17 (-12) -20 (-21)

日銀短観　全規模合計・全産業 -10 -13 -16

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<-7> <-5> <-7> <-14>

<-8> <-7> <-9>

-9

<-20>

-12 -13  
  （注）（）内は全国値。 

 

図４ 近畿地域における国内需給 DI 

 

 

 環境ビジネスの国内需給DIは「-３」となり、「供給超過」と回答した企業の割合が「需要超過」と回

答した企業の割合を上回った。 

 半年先の国内需給 DI は「-３」、10 年先の国内需給 DI は「-５」であり、供給超過の傾向が続く見通

しとなった。 
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(c) 提供価格 

表10 近畿地域における提供価格DI  

(DI：「上昇」－「下落」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス -5 (-2) -3 (-3) -4 (-2) -4 (-3) -23 (-14)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 1 (0) 1 (-5) -10 (-3) -3 (0) -18 (-6)

Ｂ地球温暖化対策 -12 (-7) -13 (-5) -7 (-5) -10 (-8) -36 (-27)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 8 (4) 17 (3) 9 (4) 8 (3) 4 (3)

Ｄ自然環境保全 *** (6) *** (3) *** (3) *** (3) *** (8)

全ビジネス 0 (0) 3 (1) -3 (-1) -5 (-3) -13 (-9)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 2 (3) 8 (3) -2 (1) -6 (-1) -26 (-9)

うち 環境ビジネス未実施企業 -1 (-1) 2 (-1) -3 (-3) -4 (-4) -10 (-8)

日銀短観　全規模合計・全産業 3 0 02 0

<-3> <-3> <-1>

4

<-9>

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<-9> <-7> <-6> <-27>

 
（注）   （）内は全国値。 

 

 

図５ 近畿地域における提供価格DI 

 

 環境ビジネスの提供価格DIは「-４」となり、「下落」と回答した企業の割合が「上昇」と回答した企

業の割合を上回った。また、全国値も「-２」であり同様である。 

 10年先にかけての提供価格DIは、多くの分野で低下傾向にあり、提供価格の下落傾向が強まる見通し

となった。
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(d) 研究開発費 

表11 近畿地域における研究開発費DI 

(DI：「増加」－「減少」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス 5 (3) -2 (3) -2 (1) -1 (3) 4 (4)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 11 (3) -8 (0) -5 (3) -5 (6) 6 (7)

Ｂ地球温暖化対策 3 (5) -2 (3) 1 (1) 2 (3) 4 (2)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 5 (1) 6 (3) -5 (0) -6 (2) 2 (6)

Ｄ自然環境保全 *** (13) *** (17) *** (6) *** (8) *** (11)

全ビジネス 7 (7) 6 (6) 6 (4) 7 (6) 12 (11)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 16 (13) 8 (11) 10 (11) 13 (14) 30 (19)

うち 環境ビジネス未実施企業 3 (6) 5 (4) 4 (3) 5 (4) 7 (9)

<10> <9> <7> <15>

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<0> <6> <1> <9>

 

（注） （）内は全国値。 

 

図６ 近畿地域における研究開発費DI 

 

 

 環境ビジネスの研究開発費DIは「-２」となり、「減少」と回答した企業の割合が「増加」と回答した

企業の割合を上回った。また、全国値は「１」となり、近畿地域とは逆の結果となった。 

 10年先の研究開発費DIは「４」であり、今後は研究開発費が増加すると予測する企業が多くなってい

る。 

 全ビジネスのDI値をみると、環境ビジネス実施企業の方が環境ビジネス未実施企業よりも高い傾向に

あり、研究開発費の増加を予測する傾向が強い。 



 

- 16 - 

 

  (e) 設備規模 

 

表12 近畿地域における設備規模DI 

(DI：「拡大」－「縮小」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス 6 (4) 2 (3) -1 (3) 2 (4) 5 (6)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 11 (3) -3 (3) -6 (3) -5 (5) -1 (5)

Ｂ地球温暖化対策 2 (5) 0 (3) 3 (2) 6 (2) 8 (4)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 9 (3) 14 (3) -2 (3) -2 (7) 8 (10)

Ｄ自然環境保全 *** (0) *** (7) *** (0) *** (6) *** (13)

全ビジネス 11 (9) 8 (6) 8 (5) 10 (7) 14 (7)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 20 (15) 19 (14) 18 (12) 19 (16) 31 (16)

うち 環境ビジネス未実施企業 8 (8) 5 (4) 5 (4) 6 (5) 9 (6)

<11> <12> <6> <12>

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<2> <8> <6> <7>

 
（注）（）内は全国値。 

 

図７ 近畿地域における設備規模DI 

 

 

 環境ビジネスの設備規模DIは「-１」となり、「縮小」と回答した企業の割合が「拡大」と回答した企

業の割合を上回った。また、全国値は「３」であり、近畿地方とは逆の調査結果となった。 

 前回調査と比較すると、設備規模DIは３ポイント下回る結果となった（前回「２」、今回「-１」）。 

 先行きでは、10年先の環境ビジネスの設備規模DIは現在と比べると上昇傾向と予測された（現在 

「-１」、10年先「５」）。
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(f) 人員体制 

表13 近畿地域における人員体制DI 

(DI：「拡大」－「縮小」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス 5 (6) 5 (5) 6 (6) 4 (7) 6 (2)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 15 (5) -3 (4) 2 (8) 0 (7) -4 (2)

Ｂ地球温暖化対策 2 (5) 4 (6) 9 (5) 9 (7) 12 (1)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 5 (5) 14 (4) 2 (4) 4 (6) 4 (1)

Ｄ自然環境保全 *** (4) *** (17) *** (6) *** (7) *** (17)

全ビジネス 9 (8) 7 (6) 7 (5) 7 (5) 1 (-4)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 23 (16) 19 (14) 19 (12) 17 (14) 13 (4)

うち 環境ビジネス未実施企業 5 (6) 4 (4) 3 (3) 4 (2) -2 (-7)

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<3> <8> <5> <6>

<6> <9> <6> <0>

 

  （注）（）内は全国値。 

 

図８ 近畿地域における人員体制DI 

 

 

 環境ビジネスの人員体制DIは「６」であり、「拡大」と回答した企業の割合が「縮小」と回答した企

業の割合を上回った。また、全国値も同様であった。 

 前回調査と比較すると、環境ビジネスの人員体制DIは１ポイント上昇した（前回「５」、今回「６」）。 

 10年先の環境ビジネスの人員体制DIは「６」であり、横ばいである。 

 全ビジネスで見ると、環境ビジネス実施企業の人員体制DIは「19」である一方、環境ビジネス未実施

企業の人員体制DIは「３」であり、環境ビジネス実施企業の方が、人員体制が拡大しているとみる企

業が多い。また、10年先の人員体制DIは、環境ビジネス実施企業は「13」である一方、環境ビジネス

未実施企業は「-２」であり、人員体制の予測傾向が両者で異なるものとなった。 
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  (g) 資金繰り （「現在」のみ回答） 

 

表14 近畿地域における資金繰りDI 

(DI：「楽である」－「苦しい」、％ポイント)
H31
3月 9月

環境ビジネス 5 (10) 12 (9) 5 (8)

Ａ環境汚染防止 10 (10) 10 (8) -2 (10)

Ｂ地球温暖化対策 6 (11) 11 (9) 7 (9)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 0 (9) 14 (9) 6 (6)

Ｄ自然環境保全 *** (-2) *** (13) *** (1)

全ビジネス 6 (7) 10 (7) 9 (6)

日銀短観　全規模合計・全産業 17 16 1617 16

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月

 

     （注）（）内は全国値。 

 

図９ 近畿地域における資金繰りDI 

 

 

 環境ビジネスの資金繰りDIは「５」であり、「楽である」と回答した企業の割合が「苦しい」と回答

した企業の割合を上回った。また、全国値「８」を３ポイント下回る結果となった。 

 分類別で見ると、環境汚染防止分野を除き、資金繰りが楽であると回答した企業の割合が高かった。 
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  (h) 海外需給 （海外市場向けの事業を実施している企業のみ回答） 

 

表15 近畿地域における海外需給DI  

(DI：「需要超過」－「供給超過」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス 9 (13) -4 (8) 19 (8) 18 (12) 26 (27)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 18 (11) -19 (4) 15 (7) 15 (11) 28 (25)

Ｂ地球温暖化対策 7 (14) 5 (9) 18 (9) 18 (11) 25 (31)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 0 (10) 7 (10) 28 (8) 25 (9) 25 (18)

Ｄ自然環境保全 *** (17) *** (27) *** (24) *** (29) *** (53)

全ビジネス 11 (10) 0 (3) -10 (-4) -7 (-1) 7 (10)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 17 (13) -4 (4) -7 (-2) -2 (0) 15 (13)

うち 環境ビジネス未実施企業 7 (9) 1 (3) -11 (-5) -10 (-2) 3 (8)

日銀短観　全規模合計・全産業 -6 -12 -14

<12> <11> <3> <12>

-10 -14-2

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<12> <11> <-3> <12>

 

 （注）（）内は全国値。 

 

 

図10 近畿地域における海外需給DI 

 

 

 環境ビジネスの海外需給DIは「19」となり、「需要超過」と回答した企業の割合が「供給超過」と回

答した企業の割合を上回った。また、全国値「８」を11ポイント上回る結果となった 

 10年先の環境ビジネスの海外需給DIは現在と比べると上昇傾向と予測された（現在「19」、10年先「26」）。 



 

- 20 - 

 

  (i) 海外販路拡大の意向 （海外市場向けの事業を実施していない企業のみ回答） 

 

表16 近畿地域における海外販路の拡大意向DI 

(DI：「販路拡大意向あり」－「販路拡大意向なし」、％ポイント)
→　予　測

H31
3月 9月

R02
3月 ～

環境ビジネス -42 (-50) -53 (-52) -35 (-49) -35 (-48) -24 (-36)

（半年前における予測）

Ａ環境汚染防止 -42 (-34) -55 (-42) -31 (-46) -29 (-45) -17 (-29)

Ｂ地球温暖化対策 -44 (-56) -56 (-55) -36 (-51) -36 (-50) -24 (-39)

Ｃ廃棄物処理・資源有効利用 -53 (-51) -53 (-54) -36 (-49) -37 (-49) -30 (-39)

Ｄ自然環境保全 *** (-29) *** (-44) *** (-36) *** (-39) *** (-16)

全ビジネス -57 (-59) -54 (-56) -53 (-57) -51 (-56) -40 (-44)

（半年前における予測）

うち 環境ビジネス実施企業 -45 (-58) -41 (-52) -38 (-53) -35 (-52) -22 (-37)

うち 環境ビジネス未実施企業 -60 (-59) -57 (-58) -56 (-59) -55 (-57) -44 (-47)

H30
12月

R01
6月

(今回)
12月 6月 10年先

<-49> <-41> <-52> <-37>

<-57> <-55> <-54> <-42>

 
（注）（）内は全国値。 

 

図11 近畿地域における海外販路の拡大意向DI 

 

 

 現在、海外市場向けの事業を実施していない企業における環境ビジネスの海外販路拡大意向DIは

「-35」であり、「販売拡大意向なし」と回答した企業の割合が「販売拡大意向あり」と回答した企業

の割合を大きく上回った。全国値も「-49」で同様の傾向であり、この傾向は前回調査時と同様であ

る。なお、海外販路拡大DIは、現在海外向け事業を実施していない企業に限った調査項目であり、業

種の性質や企業規模等から海外展開余地が限られる企業が含まれることから、DIは大幅なマイナスと

なる傾向がある。 

 先行きについては、海外販路の拡大意向DIは上昇傾向となった。
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